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自自己己管管理理がが 年年後後のの生生活活関関連連指指標標にに与与ええるる影影響響
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【目的】 流行禍の身体活動量の自己管理が 年後の生活関連指標に与える影

響を明らかにすることを目的とした．【方法】垂水研究 および に参加した者

のうち，適格基準を満たした 名 平均年齢 ± 歳，女性 名 を縦断的に

解析した．身体活動量の自己管理の有無は 年から 年の測定時までの間に健康

管理教室への参加意思があり身体活動量計（ 軸加速度計）による計測のあった者を自

己管理あり群とした．身体組成として生体インピーダンス分析による体格指数，脂肪量，

四肢骨格筋指数を調べた．身体機能は握力， ｍ快適歩行， 回立ち座りを測定した．

糖尿病の病歴については「なし」，「ある 既往 」，「ある 治療中 」の 件法で回答を求

め，「ある 既往 」，「ある 治療中 」を病歴あり群とした．【結果】自己管理あり群 ％，

自己管理なし群 ％であった．年齢，性別を共変量とした共分散分析の結果，自己管

理の有無において 年後の 回立ち座り時間で交互作用が認められた ＜ ．糖尿

病あり群については脂肪量で交互作用が認められた ＜ ．【結論】地域在住中高年

者における身体活動量の自己管理は身体機能を良好に保つうえで有効である可能性が

あり，糖尿病を有する者においては身体活動量の自己管理を行うことで，身体組成が改

善することが示唆された．
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１．はじめに

身体活動は，人々の健康を保持増進す

るうえで，重要な役割を担っており，心血

管疾患，糖尿病，肥満等の非感染性疾患の

発症リスクを低下させることが明らかに

なっている１ ２ ３）．世界における死亡率の

％は身体不活動が原因であることが

示唆されており，身体活動の実施は年齢

を問わず死亡率の低下に効果的であるこ

とが報告されている４）．わが国において

非感染性疾患のうち特に糖尿病が強く疑

われる者（糖尿病有病者）と，糖尿病の可

能性を否定できない者（糖尿病予備群）は，

いずれも約 万人と推計されており，

糖尿病網膜症，糖尿病腎症，糖尿病神経障

害といった合併症の発症とも関係し，個

人の健康状態を脅かすのみでなく，医療

費や介護費といった社会保障費ひっ迫の

背景因子になっている．これらの対策と

して「健康日本 」の「身体活動・運動」

分野で指針が示され，ライフスタイル改

善や，身体活動・運動に対する意識の向上，

運動習慣者の増加の推進に向けた支援が

求められている４ ）．

しかし，近年の － 流行により，

以前の通りに対面での運動教室の実施お

よび健康指導といった健康施策を講じる

ことが困難になった．そこで，非対面で行

える健康施策として身体活動量のモニタ

リングが注目されている．身体活動量の

モニタリングを行ううえで，主観的およ

び客観的なさまざま身体活動量評価ツー

ルが開発されている．主観的な評価ツー

ルである日記やアンケートは，安価で場

所を選ばず調査できる特徴がある．これ

らの方法は，個人の観察と主観的な解釈

に依存することが多く，評価結果に一貫

性がないことが懸念されている．一方，客

観的評価ツールでは，身体および衣服に

装着する歩数計，加速度計が広く用いら

れている．これらは，客観的に運動時の歩

数を正確に検出することが可能である．

特に加速度計では歩数の検出に加え，歩

行距離や消費エネルギーを推定すること

ができる．これらの身体活動量のモニタ

リングの実施は 日当たりの歩数の向上

との関係が明らかになっており ），非感染

性疾患保有者における健康関連指標の改

善が期待される．しかし現在，身体活動量

のモニタリングの実施において質問紙を

用いて聴取するものが多く，変化を縦断

的に検討した報告はほとんどない ）．

流行禍における身体活動量の利

用による健康関連指標への効果が明らか

になれば，介入が困難な緊急時において

も身体活動促進の施策のひとつとして活

用できると考えられる．そこで，本研究は

地域在住中高年者における 流行

禍の身体活動量の自己管理が 年後の生

活関連指標に与える影響を明らかにする

ことを目的とした．

２．方法

対象

本研究は垂水研究 年および

年のデータを用いた 年間の縦断研究で

ある．垂水研究は鹿児島大学医学部，垂水

市役所，垂水中央病院と共同で実施する

歳以上の地域在住一般住民を対象とし

たコホート研究である． 年は 月か

ら 月にかけて実施し 参加者 名 ，

年は 月から 月にかけて実施した

 

参加者 名 ．参加者は返信はがきを

郵送して募集した．垂水研究 年およ

び 年のいずれにも参加した 歳以

上の者は 名であった．そのうち，認

知症，その他の脳の疾患，要介護認定者を

除外し， 名（平均年齢 ± 歳，

女性 ％）を解析対象にした 図１ ．

方法

身体活動量の自己管理

垂水研究参加者のうち， 年の測定

時から 年の測定時までの間に，健康

教室への参加の意思があり，身体活動量

計（ 軸加速度計）による計測があった者

を自己管理あり群，身体活動量計を一度

も貸し出していない者を自己管理なし群

とした．

身体組成測定

身体組成は（インボディ・ジャパン，

）を使用して生体インピーダン

ス 分 析 （

：以下， ）によって測定した．

体格指数（ ：以下， ）

は体重（ ）を身長（ ）の二乗で除した

ものを使用した．四肢骨格筋量指標

（ ：

以下， ）は四肢骨格筋量（ ）を身長

（ ）の二乗で除したものを使用した．

身体機能

身体機能は握力， ｍ快適歩行時間，

回立ち座り時間を測定した．握力は，デジ

タル握力計（竹井機械工業，グリップ

）を使用し，利き手の最大握力

を 回測定した．歩行時間の測定は，快

適歩行時間を 回計測した．計測区間

は で前後に予備路 を設けた．

回立ち座りテストでは高さ の椅

子に腕を胸の前で組み座った状態から，

立ち座りを繰り返し， 回目の立位まで

に要した時間が測定された．

生活習慣病

高血圧，糖尿病，高脂血症の病歴をそれ

ぞれ「なし」，「ある 既往 」，「ある 治療

中 」の 件法で回答を求め，「なし」を病

歴なし群，「ある 既往 」，「ある 治療中 」
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図 対象者のフローチャート

ベースライン調査参加者
（垂水研究 ）

名

解析対象者
平均年齢 ± 歳 女性 名

名

除外 ｎ＝
・認知症
・その他の脳の病気
・要介護認定者

フォローアップ調査参加者
（垂水研究 ）

名

・フォローアップ調査 垂水研究
不参加
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を病歴あり群とした．

その他の変数として，年齢，性別，服薬

数を聴取した．病歴や服薬状況について

は医師または看護師資格を有する者が聴

取した．服薬数は 日 種類以上服用

している者を多剤併用とした ．

解析方法

ベースライン時の身体活動量の自己管

理の有無における年齢， ，脂肪量， ，

握力，歩行速度， 回立ち座り時間を対応

のない 検定，性別，独居，教育歴，既

往歴，多剤併用の割合を χ 検定で比較

した．各群内における 年 ベースラ

イン と 年後の 年 フォローアッ

プ の前後比較を対応のある 検定で比較

し，時間（ベースラインとフォローアップ）

表１ ベースライン対象者特性       

 全体 自己管理あり群 自己管理なし群 
 

 ｎ＝  ｎ＝  ｎ＝  

年齢，歳  ±   ±   ±   

女性     

独居     

教育年数≧      

多剤併用≧ 剤     

高血圧     

糖尿病     

高脂血症     

メタボリックシンドローム     

体組成 

  ±   ±   ±   

脂肪量，   ±   ±   ±   

，   ±   ±   ±   

身体機能           

回立ち座り，秒   ±   ±   ±   

快適歩行，秒  ±   ±   ±   

握力，   ±   ±   ±   

平均±標準偏差，または名（％） 

全体 ，自己管理あり群 ，自己管理なし群  

全体 ，自己管理あり群 ，自己管理なし群  

全体 ，自己管理あり群 ，自己管理なし群  

 

 

と群（自己管理の有無）による交互作用を

共分散分析（共変量：年齢，性別）によっ

て調べた．さらに糖尿病の有無によって

層化し，共分散分析によって時間と群の

交互作用を調べた（共変量：年齢，性別）．

統計解析は を使用し，

有意水準は ％未満とした．

研究倫理

本研究は，鹿児島大学疫学研究等倫理

委員会の承認 （ 疫），を得て実施

した．ヘルシンキ宣言に基づき，倫理的配

慮を十分に行い，事前に書面と口頭にて

研究の目的・趣旨を説明して十分に理解

が得られたうえで同意した者を対象者と

した．

３．結果

身体活動量自己管理の有無における

群の各変数の特性を表 に示す．自己管

理あり群 名（ ％），自己管理なし

群 名（ ％）であった． 群間に有

意差を認めた変数として，年齢（ ＜ ），

多剤併用（ ＝ ），高脂血症（ ＝ ）

であった（表 ）．自己管理の有無におけ

る 群のベースラインとフォローアップ

の変化と時間・群の主効果および時間×

群の交互作用を表２に示す．群ごとのベ

ースラインとフォローアップの比較で有

意差を認めた変数として自己管理あり群

の握力 ＜ ，自己管理なし群の

＜ ，脂肪量 ＝ ，

＜ ， ｍ快適歩行 ＜ ，握力

＜ であった．交互作用は 回立ち

座り で認められた．糖尿病あり

群については脂肪量で交互作用が認めら

れた 図２ ． 回立ち座りで

自己管理ありの群において改善の傾向が

みられた ＝ ．

４．考察

地域在住中高年者における 流

行禍の身体活動量の自己管理が 年後の

生活関連指標に与える影響を調査した．

その結果，自己管理の有無において 回

立ち座り時間で交互作用が認められた．

また，糖尿病を有する者において脂肪量

で交互作用が認められた．この結果より，

流行禍において身体活動量の自

己管理を行うことは身体機能を良好に保

つうえで有効である可能性が示唆された．

さらに，糖尿病を有する者については，自

己管理有無で脂肪量に交互作用がみられ

た．一般的に５回立ち座り時間は下肢筋

力を評価するために用いられる．

流行禍では身体活動量が減少すること

が報告されているが ，活動量計を使用す

ることで，身体活動量低下の抑制につな

がり，下肢筋力低下抑制につながったと

考えられる．また，身体不活動や最大酸素

摂取量の低下は脂肪組織インスリン感受

性が低下し，体脂肪量を増加させること

が報告されている ）．先行研究において

活動量計の利用は最大酸素摂取量の向上

につながることが示されており ），本研

究においても３軸加速度計による身体活

動量の自己管理を行っていたものは，最

大酸素摂取量が向上し，脂肪量低下に関

与していた可能性がある．また，体脂肪量，

特に内臓脂肪量増大は骨格筋内への脂肪

蓄積，あるいは炎症性サイトカイン誘発

させ，筋機能低下につながると言われて

おり，今回は脂肪量減少により，筋機能が

表１ ベースライン対象者特性       

 全体 自己管理あり群 自己管理なし群 
 

 ｎ＝  ｎ＝  ｎ＝  

年齢，歳  ± 10.0  ±   ±   

女性     

独居     

教育年数≧      

多剤併用≧ 剤     

高血圧     

糖尿病     

高脂血症     

体組成 

  ±   ±   ±   

脂肪量，   ±   ±   ±   

，   ±   ±   ±   

身体機能           

回立ち座り，秒   ±   ±   ±   

快適歩行，秒  ±   ±   ±   

握力，   ±   ±   ±   

平均±標準偏差，または名（％） 

全体 ，自己管理あり群 ，自己管理なし群  

全体 ，自己管理あり群 ，自己管理なし群  

全体 ，自己管理あり群 ，自己管理なし群  
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を病歴あり群とした．

その他の変数として，年齢，性別，服薬

数を聴取した．病歴や服薬状況について

は医師または看護師資格を有する者が聴

取した．服薬数は 日 種類以上服用

している者を多剤併用とした ．

解析方法

ベースライン時の身体活動量の自己管

理の有無における年齢， ，脂肪量， ，

握力，歩行速度， 回立ち座り時間を対応

のない 検定，性別，独居，教育歴，既

往歴，多剤併用の割合を χ 検定で比較

した．各群内における 年 ベースラ

イン と 年後の 年 フォローアッ

プ の前後比較を対応のある 検定で比較

し，時間（ベースラインとフォローアップ）
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年齢，歳  ±   ±   ±   
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高血圧     
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体組成 

  ±   ±   ±   
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回立ち座り，秒   ±   ±   ±   

快適歩行，秒  ±   ±   ±   

握力，   ±   ±   ±   

平均±標準偏差，または名（％） 

全体 ，自己管理あり群 ，自己管理なし群  

全体 ，自己管理あり群 ，自己管理なし群  

全体 ，自己管理あり群 ，自己管理なし群  

 

 

と群（自己管理の有無）による交互作用を
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が得られたうえで同意した者を対象者と

した．

３．結果

身体活動量自己管理の有無における

群の各変数の特性を表 に示す．自己管

理あり群 名（ ％），自己管理なし
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＜ ，脂肪量 ＝ ，
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４．考察

地域在住中高年者における 流

行禍の身体活動量の自己管理が 年後の

生活関連指標に与える影響を調査した．
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立ち座り時間で交互作用が認められた．

また，糖尿病を有する者において脂肪量

で交互作用が認められた．この結果より，

流行禍において身体活動量の自

己管理を行うことは身体機能を良好に保

つうえで有効である可能性が示唆された．

さらに，糖尿病を有する者については，自

己管理有無で脂肪量に交互作用がみられ

た．一般的に５回立ち座り時間は下肢筋

力を評価するために用いられる．

流行禍では身体活動量が減少すること

が報告されているが ，活動量計を使用す

ることで，身体活動量低下の抑制につな

がり，下肢筋力低下抑制につながったと

考えられる．また，身体不活動や最大酸素

摂取量の低下は脂肪組織インスリン感受

性が低下し，体脂肪量を増加させること

が報告されている ）．先行研究において

活動量計の利用は最大酸素摂取量の向上

につながることが示されており ），本研

究においても３軸加速度計による身体活

動量の自己管理を行っていたものは，最

大酸素摂取量が向上し，脂肪量低下に関

与していた可能性がある．また，体脂肪量，

特に内臓脂肪量増大は骨格筋内への脂肪

蓄積，あるいは炎症性サイトカイン誘発

させ，筋機能低下につながると言われて

おり，今回は脂肪量減少により，筋機能が
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改善し，５回立ち座り時間において短縮

傾向がみられた可能性がある ）．

本研究にはいくつかの限界点が存在す

る．第一に本研究の対象者は，ベースライ

ンおよびフォローアップの調査に参加し

た地域中高年者であり，健康意識が高い

集団であると推察される．そのため，本結

果を地域中高齢者に一般化するには限界

があるということである．第二に別媒体

での身体活動量の自己管理についてであ

る．今回は本研究で貸し出しを行った 軸

加速度計以外の媒体での身体活動量の管

理状況については把握できていない．し

たがって自己管理なし群においてその他

の媒体で管理していた者が存在すること

も否定できない．第三に３軸加速度計の

使用状況についてである．今回は３軸加

速度計で測定された歩数や身体活動量

装着時間等の情報については考慮できて

いないため 今後 使用状況等の詳細な情

報についても考慮した検討が必要である

と考えられる．第四に糖尿病の病歴につ

いてである．今回は１型糖尿病と２型糖

尿病とで区別して聴取していない．１型

糖尿病と 型糖尿病では機序が異なるた

め，本研究結果を生活習慣病としてとら

え，一般化させることには限界があり，慎

重な解釈が必要である．第五に糖尿病を

有する者の人数である．自己管理あり群

のうち糖尿病を有する者は８名であった．

今後さらに人数を増やして解析する必要

がある．

５．結論

地域在住中高年者における 流

行禍の身体活動量の自己管理は身体機能

を良好に保つうえで有効である可能性が

あるかもしれない．また，糖尿病を有する

者において身体活動量の自己管理を行う

ことで，身体組成が改善することが示唆

された．これらの結果は非常時等の非対

面，非接触の介入施策を検討するうえで

有効な知見になると考えられる．
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尿病とで区別して聴取していない．１型
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がある．
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行禍の身体活動量の自己管理は身体機能

を良好に保つうえで有効である可能性が
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